




























































































































































































































































































































































































































































	 （借）　支 払 利 息	 1,000	 （貸）　借　入　金	 1,000














































































































































































































































































































































	 （借）　売　掛　金	 10,000	 （貸）　売　　　上	 9,700
	 	 	 　　　返 金 負 債（1）	 	300
	 （借）　売 上 原 価	 6,820	 （貸）　商　　　品	 7,000




































	 （借）　売　　　上		 100	 （貸）　返 金 負 債（3）	 	100







	 （借）　当 座 預 金		 9,600	 （貸）　売　掛　金	 	10,000
	 　　　返 金 負 債	 400
















































（1）（借）売　　掛　　金 10,000 （借）売　　掛　　金 10,000
（貸）売　　　　　上 10,000 （貸）売　　　　　上 9,700
　　返　金　負　債（1） 300
（借）売　上　原　価 7,000 （借）売　上　原　価 6,820
　　返　品　資　産（2） 180
（貸）商　　　　　品 7,000 （貸）商　　　　　品 7,000
（2）（借）返品調整引当金繰入（3）120 （借）売　　　　　上 100
（貸）返品調整引当金 120 （貸）返　金　負　債（4） 100
（借）返　品　資　産（5） 60
（貸）売　上　原　価 60
（3）（借）当　座　預　金 9,600 （借）当　座　預　金 9,600
　　返　金　負　債 400
（貸）売　　掛　　金 9,600 （貸）売　　掛　　金 10,000
（借）商　　　　　品（6） 280 （借）商　　　　　品 240
　　返品調整引当金 120 （貸）返　品　資　産 240
（貸）売　　掛　　金 400
注（1）100円×予想返品数量	3個
　（2）商品の回収権：（70円－10円）×予想返品数量3個
　（3）返品調整引当金繰入：
返品予想額	400円（＝300円+100円）に含まれる売上総利益相当額（利益率30%）120円
　（4）返金負債の追加：100円×予想返品数量の増加（4個－3個）
　（5）商品の回収権の追加：60円×予想返品数量の増加（4個－3個）
　（6）返品商品原価：4	個×70	円
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（解説）
（1）従来の日本の実務では、売上総利益3,000
円（＝10,000円－7,000円）のうち予想
返品数量4個に対応する120円（＝400
円×利益率30%）を未実現利益として繰
延べる結果、差額の2,880円が実現利益
となる。対応原則と実現原則の要請に基
づくものであるから、返品調整引当金は
収益費用観の立場から計上されるものと
いえる。
（2）この返品調整引当金を売掛金の評価勘定
とみれば、売掛金10,000円から同引当金
120円を控除した9,880円は、将来の経済	
的便益という資産の定義を満たす「企業
が権利を得ると見込む対価額」9,600円
（＝取引価格10,000円－返金負債400円）
とは一致しない。この点からも、返品調
整引当金による会計処理は資産負債観の
立場とは整合していないといえる。
Ⅵ．残された課題
　本稿では、新設された「収益認識に関する
会計基準」（基準第29号）が依拠する「支配
モデル」の意義と問題点を検討する作業の一
環として、物理的な占有が資産の支配と一致
しない状況における収益認識の問題を取り上
げてきた。資産の占有と支配が一致しない代
表的なケースとされている買戻契約について
は、企業が財を買い戻す権利・義務とこれに
対応する顧客の権利・義務の内容に応じて、
①先渡取引およびコール・オプションと②
プット・オプションの2類型に分けて会計規
定が配置されている。これらの規定について
は、さらに検討すべき課題が少なくないが、
本稿を結ぶにあたり、類型②のプット・オプ
ションに関する以下の2点をあげておきたい。
（1）契約上の取引開始日に、顧客がプット・
オプションを行使する「重要な経済的イ
ンセンティブ」を有しているかどうかを
判定して会計処理法を決定しなければな
らないとしている。これは、支配モデル
の立脚する「顧客主権説」からくる要請
であろうが、企業に対し過度に主観的な
会計判断を迫る要因とならないか。
（2）返品権付き販売に関連して新たに規定さ
れた「返金負債」および「返品資産」（規
定上は回収権を示す「資産」とされる）
の会計学上の性格を明確にすることが求
められる。IFRS第15号では、返金負債
は「契約負債」を構成するものと規定さ
れているが（55項）、それは妥当か。妥
当であるとすれば、返品資産は「契約資
産」の一つと捉えてよいのか。
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